
【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 323,556,256,723   固定負債 114,717,585,647

    有形固定資産 301,639,973,685     地方債等 85,297,325,644

      事業用資産 65,738,045,858     長期未払金 -

        土地 29,156,974,079     退職手当引当金 6,061,819,000

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 4,104,022,146     その他 23,358,441,003

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 9,543,092,944

        建物 80,990,418,074     １年内償還予定地方債等 8,396,183,389

        建物減価償却累計額 -53,450,587,585     未払金 5,765,137

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 11,070,206,993     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -6,132,987,849     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 608,260,096

        船舶 -     預り金 311,560,127

        船舶減価償却累計額 -     その他 221,324,195

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 124,260,678,591

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 334,742,542,418

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -120,481,178,971

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      インフラ資産 232,348,104,982

        土地 8,916,024,526

        土地減損損失累計額 -

        建物 7,861,162,931

        建物減価償却累計額 -3,765,860,696

        建物減損損失累計額 -

        工作物 477,291,159,044

        工作物減価償却累計額 -257,954,380,823

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 10,136,347,875

      物品減価償却累計額 -6,582,525,030

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 2,468,286,347

      ソフトウェア 137,547,300

      その他 2,330,739,047

    投資その他の資産 19,447,996,691

      投資及び出資金 10,221,114,225

        有価証券 668,825,731

        出資金 9,552,288,494

        その他 -

      長期延滞債権 344,676,274

      長期貸付金 1,039,052,572

      基金 8,109,706,679

        減債基金 -

        その他 8,109,706,679

      その他 -

      徴収不能引当金 -38,561,059

  流動資産 14,965,785,315

    現金預金 3,503,031,320

    未収金 299,489,652

    短期貸付金 116,822,000

    基金 11,069,463,695

      財政調整基金 9,906,617,884

      減債基金 1,162,845,811

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -23,021,352

  繰延資産 - 純資産合計 214,261,363,447

資産合計 338,522,042,038 負債及び純資産合計 338,522,042,038

全体貸借対照表
自治体名：花巻市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：円）

    資産売却益 88,879,022

    その他 8,492,360

純行政コスト 74,431,992,793

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 97,371,382

  臨時損失 25,375,950

    災害復旧事業費 18,819,900

    資産除売却損 50

    使用料及び手数料 1,571,884,337

    その他 522,995,672

純経常行政コスト 74,503,988,225

      社会保障給付 5,509,157,739

      その他 46,373,798

  経常収益 2,094,880,009

        その他 299,795,332

    移転費用 37,603,269,162

      補助金等 32,047,737,625

      その他の業務費用 964,428,806

        支払利息 656,506,057

        徴収不能引当金繰入額 8,127,417

        維持補修費 2,268,395,250

        減価償却費 12,694,311,550

        その他 27,623,570

        その他 999,424,995

      物件費等 29,849,869,426

        物件費 14,859,539,056

        職員給与費 6,524,800,093

        賞与等引当金繰入額 605,533,096

        退職手当引当金繰入額 51,542,656

  経常費用 76,598,868,234

    業務費用 38,995,599,072

      人件費 8,181,300,840

全体行政コスト計算書
自　令和3年4月1日

自治体名：花巻市　　　　　　　　　　至　令和4年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 250,339,354,389 374,625,710,944 -124,286,356,555 -

  純行政コスト（△） -74,431,992,793 -74,431,992,793 -

  財源 69,635,352,683 69,635,352,683 -

    税収等 43,062,936,774 43,062,936,774 -

    国県等補助金 26,572,415,909 26,572,415,909 -

  本年度差額 -4,796,640,110 -4,796,640,110 -

  固定資産等の変動（内部変動） -9,007,987,694 9,007,987,694

    有形固定資産等の増加 2,838,029,051 -2,838,029,051

    有形固定資産等の減少 -12,722,392,194 12,722,392,194

    貸付金・基金等の増加 2,950,139,877 -2,950,139,877

    貸付金・基金等の減少 -2,073,764,428 2,073,764,428

  資産評価差額 5,819,260 5,819,260

  無償所管換等 138,843,662 138,843,662

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -31,426,013,754 -31,832,183,754 406,170,000

  本年度純資産変動額 -36,077,990,942 -40,695,508,526 4,617,517,584 -

本年度末純資産残高 214,261,363,447 333,930,202,418 -119,668,838,971 -

全体純資産変動計算書
自　令和3年4月1日

自治体名：花巻市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 330,687,052

本年度歳計外現金増減額 -19,126,925

本年度末歳計外現金残高 311,560,127

本年度末現金預金残高 3,503,031,320

財務活動収支 -2,417,665,982

本年度資金収支額 1,015,701,772

前年度末資金残高 2,175,769,421

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 3,191,471,193

    地方債等償還支出 8,237,865,982

    その他の支出 -

  財務活動収入 5,820,200,000

    地方債等発行収入 5,820,200,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 116,959,666

    その他の収入 133,682,875

投資活動収支 -2,663,403,795

【財務活動収支】

  財務活動支出 8,237,865,982

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,779,941,298

    国県等補助金収入 1,300,825,900

    基金取崩収入 768,708,000

    貸付金元金回収収入 459,764,857

  投資活動支出 5,443,345,093

    公共施設等整備費支出 2,835,463,755

    基金積立金支出 1,952,146,338

    投資及び出資金支出 306,735,000

    貸付金支出 349,000,000

    災害復旧事業費支出 18,819,900

    その他の支出 -

  臨時収入 7,668,983,360

業務活動収支 6,096,771,549

【投資活動収支】

    税収等収入 42,440,523,620

    国県等補助金収入 17,807,533,909

    使用料及び手数料収入 1,597,501,085

    その他の収入 462,823,640

  臨時支出 18,819,900

    移転費用支出 37,603,269,162

      補助金等支出 32,047,737,625

      社会保障給付支出 5,509,157,739

      その他の支出 46,373,798

  業務収入 62,308,382,254

    業務費用支出 26,258,505,003

      人件費支出 8,062,095,729

      物件費等支出 17,235,589,977

      支払利息支出 656,506,057

      その他の支出 304,313,240

全体資金収支計算書
自　令和3年4月1日

自治体名：花巻市　　　　　　　　　　至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 63,861,774,165
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全体会計に関する注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価 

※平成 27年度までは総務省方式改訂モデル（決算統計における普通建設事業費（取

得原価）の累計額を基礎として算定）、平成 28 年度以後は統一的な基準に基づい

て評価しています。 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券・・・・・・償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・会計年度末における市場価格                 （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・会計年度末における市場価格                 （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・出資金額 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   14年～50年 

工作物   8年～75年 

物品    2年～15年 

ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によ

っています。 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内の
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リース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300万円以下のファイナン

ス・リース取引を除きます。）    ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについ

て、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上し

ています。 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上して

います。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計

上しています。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上

しています。 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額

から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合にお

ける積立金額の運用益のうち当市へ按分される額を加算した額を控除した額を加算

して計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当

額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（５）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア. 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及び

リース総額が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ. ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（６）連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の

受払いを含んでいます。 
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（７）採用した消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。  
（８）その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品の計上基準 

物品については、取得金額又は見積金額が 50万円以上の場合に資産として計上し

ています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

固定資産の修理、改良等のために支出した金額のうち、当該固定資産の価値を高め、

またはその耐久性を増すこととなると認められる部分に対応する金額を資本的支出、

通常の維持管理のため、またはき損した固定資産につきその現状を回復するために

要したと認められる部分の金額を修繕費として処理しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等   重要な会計方針の変更等はありません。  
３ 重要な後発事象   該当する事象はありません。  
４ 偶発債務 
（１）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているものは次のとおりです。 

① 令和 2年（ワ）第 51号損害賠償等請求訴訟事件 300万円 

原告が盛岡地方裁判所花巻支部に訴訟を提起し、令和 2年 9月 30日訴状送達  
５ 追加情報 
その他全体財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計、

公設地方卸売市場事業特別会計、下水道事業会計 

地方公営事業会計はすべて全部連結としています。 

② 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計

数としています。 

  


